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2006 年 12 月 13 日、国際連合総会は「障がいのある人々の権利に関する
条約（Convention on the Rights of Persons with Disabilities（英語）、La 
Convenzione sui diritti delle persone disabili（伊語）」を採択した（注 1）。 
権利条約制定過程に参加してきた日本の障がい者団体連合である「日本障害
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 この包摂共生教育をイングランドで実現する運動を展開し、障がい者権利
条約にこれを盛り込むことに執念を燃やした団体の一つにイングランドの





















がい者権利条約案を提案したこともあり、また 2007 年 3 月 30 日に署名をし




国連は 2006 年 12 月 13 日に障がいのある人々の権利条約を承認した。
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1971 年法律第 118 号 障がいのある子どもの公的学校への受入れ 





第 215 号 
どんな種類と程度の障がいがあっても高校に通う十全か
つ無条件の権利があることを言明 




1998 年法律第 33 号 支援教員の養成について 
1999 年法律第 68 号  労働への受入れの焦点化した個別プロジェクトの整備 
2000 年法律第 328 号 個別プロジェクトの具体化をすすめる政治的責任は居住
地のコムーネにあること 
2002 年通達第 4088 号 
2002 年通達第 4798 号 
個別プロジェクトに学年担当教員全員が取り組むための
教員研修と資格取得の必要性を強調 
2003 年法律 53 号 個別学習計画を実現する学校の義務 
2003 年法律第 326 号 障がい者の就職希望を叶えるために雇用義務のある会社
や社会的共同協働組合との契約 
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１．統合教育を法定した 1971 年法律第 118 号（注 6） 
 イタリアにおける統合教育を制度化したのは 1971年 3月 30日に制定され


























の HP に全文が掲載されている（注 8）。 
ファルクッチ委員会は「ハンディキャップ児に対するどんな形態の疎外を

















 同委員会報告を受けて 1975年 8月 8日出された公教育省通達第 227号「ハ
ンディキャップのある生徒の援助に関する措置」には、①ハンディキャップ










同時に、同法第 2 条と第 7 条で支援教員を配置しながら障がいのある子ど
もの通常学級での統合教育を進めることとしたこと、さらに、中学校につい
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ては第 7 条で、1962 年 12 月 31 日の法律第 31 号で規定された補習学級と分






















れをより一層促進したのが 1987 年 6 月 3 日の憲法裁判所（注 14）判決とそ
れに基づく 1988 年 9 月 22 日の公教育省通達第 262 号である。 
 憲法裁判所判決はラツィオ州の国立商業高校に通うに女子生徒が 1 年生か
ら 2 年生へと進級できなかったことについて、両親が不服申し立てをした訴
訟に関するものである。争点となったのは、イタリアで小、中学校での統合
教育を制度化した 1971年法律第 118号第 28条が高校に関しては奨励規定し
か設けていない（第 3 項）がために、高校側が生徒の学習を真摯に保障しよ
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うとしなかったことが落第の原因になったとして、同法の規定は憲法違反で
あるとする原告側の主張を認めるかどうか、であった。 
 憲法裁判所は第二審のラツィオ州行政裁判所の判決を支持して、第 28 条







たとえば、1980 年 5 月 8 日のヴェネト州法第 46 号、1981 年 12 月 21 日
のフリウリ・ヴェネツィア州法第 87 号、1981 年 4 月 18 日のシチリア州
法第 68 号、1984 年 9 月 28 日のカラブリア州法第 28 号など。 
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５．保育所から大学までの統合教育の制度化 
 1992 年の「ハンディキャップ者の援助、社会統合及び諸権利に関する基本





 その前にイタリアの独立教員組合である SNALS（Sindacato Nazionale 
Autonomo Lavoratori Scuola）の執行委員による解説をみておこう（注 16）。 
 






























 第 13 条は統合教育の基本、第 14 条はその具体化の様式、第 15 条は統合
教育作業委員会、第 16 条は学習の評価と試験、さらに第 17 条は職業教育を
規定している。 




























公教育省は 1962 年と 1963 年に通達を出し、身体障がいと精神障が
いのある生徒の問題に対応し、解決しようとした。公教育省がこの問





の障がいに対応した「分離学級」と「特別学校内学級（classi di scuole 
speciali）」について述べている。 







中学校に関しては 1962 年 12 月 31 日の法律第 1859 号が分離学級と補習
学級について法制化した。なお、同年の 7 月 24 日に制定された法律第 1073
号により、特別学校に対して国が初めて系統的な財政支援を行うようになっ
たとされている（注 18）。 
 1962 年の法律第 1859 号は、それまで複線的であったイタリアの中学校を
統一することになったきわめて歴史的な法律である。前之園幸一郎の解説を
借りると「1962 年には、国民的要求を背景に統一中学校が実現する。従来は















年の法律第 517 号で廃止された。引用者注） 






れに類した専門の医師 2 名（うち 1 名は神経精神医）と教育専門家 1
名とで構成される。 
分離学級には 15 歳を超える生徒を受入れることはできない。 
高等協議会（il Consiglio superiore）と協議して定められる公教育
省通達によって特別の学年歴を設定できる分離学級の適切なプログラ
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表 2 




1962 年 7 月 9 日 公育省通達第 4525 号 障がいの分類の混乱を解消し、学級定数
を定めた。 
1962 年 7 月 24 日 法律第 1073 号 特別学校の増設のための 3 年財政計画 
1962 年 12 月 31 日 法律第 1859 号 統一中学校の設置と、中学校の分離学
級、補習学級を規定。 
1963 年 8 月 8 日 公教育省通達 法律第 1859 号の施行規則的内容 
1967 年 12 月 22 日 大統領令第 1518 号 学校での保健サービス 







 特別学校学級数 分離学級数 
1963-64 年度 2247 1133 
1965-66 年度 3394 1831 
1968-69 年度 4743 5106 
1970-71 年度 5876 6199 



















 小・中学校での統合教育を法制化した 1971 年の法律第 118 号制定に際し
て、どういう社会的、政治的、思想的な動きがあったのかがまだ十分に解明
できていない。 
 イタリアでは 1968 年の「暑い秋」といわれる社会の民主化を求める大き
な社会変革のうねりがあった。教育に関しては選別的で競争的な学校制度へ



















































 ファルクッチは 1926 年 3 月 22 日にローマで生まれで、当時はキリスト教
民主党に所属していた。1982 年から 87 年にかけては公教育大臣を務めてい
るから、教育政策に深くかかっていたのであろう。 
 実際、彼女は大臣に就任する前には公教育省の政務次官であった。その在






























































    ＜中略＞ 
 
 ここで明らかなように、ヴェネト州法では高校への進学を促進する措置を
規定していたのである。もう一つはカラブリア州の 1984 年 9 月 3 日州法第
28 号である。法律名は「ハンディキャップのある市民の疎外の克服
（Superamento dell'emarginazione dei cittadini portatori di handicap）」
となっている。 
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るめに一学年度あたり 150 万リラを交付する。 










 ところで、表 4 にあるように、カラブリア州は 1 年後の 1985 年に州法第
27 号を制定している。これは「学習への権利行使に関する規則（Norme per 




利についても規定している（同法 1 条 e 項）。 
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表 4 各州の法律制定順（注 29） 
トレンティーノ・アルト・アデイジェ 1978 年州法第 28 号 
ロンバルディア 1980 年州法第 31 号 
アブルッゾ 1980 年州法第 60 号 
モリーゼ 1980 年州法第 10 号 
ヴァッレ・ダオスタ 1981 年州法第 54 号 
フリウリ・ヴェネツイア・ジュリア 1981 年州法第 87 号 
トスカーナ 1981 年州法第 53 号 
ラツィオ 1981 年州法第 11 号 
シチリア 1981 年州法第 68 号 
ピエモンテ 1982 年州法第 20 号 
マルケ 1982 年州法第 18 号 
ウンブリア 1982 年州法第 29 号 
エミーリア・ロマーニャ 1983 年州法第 6 号 
サルデニア 1984 年州法第 31 号 
カンパニア 1984 年州法第 11 号 
バジリカータ 1984 年州法第 38 号 
ヴェネト 1985 年州法第 31 号 
カラブリア 1985 年州法第 27 号 
プーリア 1987 年州法第 16 号 
リグーリア 1988 年州法第 30 号 
 
５．その他 






























月書館、2008 年、38 頁。 
4．障がい者インタナショナル世界本部（カナダ・トロント）執行委員の一人、イタリ
ア人のジャンピエーロ・グリッフォ（Giampiero Griffo）が出したコメント（2008
年 5 月にナポリで開催された「開かれた学校」会議で配布）（Introduzione alla 
Convenzione progetto scuole aperte Napoli 5-2008 (2) 2008 年 12 月 14 日確認） 
5．a cur di Ottavia Albanese “DISABILIÀ, INTEGRAZIONE E FORMAZIONE 





である。共産党を含む与党 5 党連合の連立内閣が承認される日である、1978 年 3 月
16 日に赤い旅団によって誘拐され、5 月 9 日に遺体で発見された。  
8．FADIS の HP（http://www.integrazionescolastica.it/article/455）2008 年 12 月 1
日確認 




10．原題は “Inclusive education at work” 0ECD, 1999 で、日本語訳は鈴木陽子監
訳『教育のバリアフリー』（八千代出版、2001 年）として出版されている。 
11．正式名称は「Polo e Larissa Pini」特別小学校となっているが、幼稚部、小学部、
中学部で構成され、ミラノの国立「Paolo e Larissa Pini」学区を、他の二つの学校
とともに構成している（http://www.icspini.net/およびhttp://www.icspini.net/ICS-50.html、
で 2008 年 11 月 15 日に確認）。 
12．パドヴァ「アントニオ・マガロット」商業・土地測量専門学校（ L’Istituto Tecnico 
Commerciale e per Geometri “Antonio Magarotto” di Padova）である。他にろう
学校は 5 校ある。 
13．トリノ中等もう学校は 2008 年に「ヘレンケラー中学校」へと改称している。こ
こは目の見える子どもとの共学の実験コースもある。http://www.smsciechi.it/（2008
年 12 月 15 日確認） 
14．憲法裁判所の判事は 15 名いる。5 名は議会が選び、5 名は大統領が選び、5 名は
司法の世界から選ばれる。司法から選ばれる 5 名の内訳は、3 名が破棄院と呼ばれ
る最高裁判所にあたる裁判所の判事、国務院という法律を作る際の諮問機関から 1
名、会計検査院から 1 名となっている。 
15．「ハンディキャップ者基本法（法律第 104 号）とイタリアの統合教育」『季刊 福
祉労働』第 66 号、現代書館、1995 年。 
16．Marino Berardi e Gino Vespa “ L’HADICAP NELLA SCUOLA “, l’informascuola, 
1999, pag.44 
17．Mirella Antonio Casale et. “Il bambino handicappato e la scuola”, Bollati 
Boringhieri, 1991, pag.188, 189. 





て―」『関東教育学会紀要第 26 号』1999 年、45 頁。 
21．嶺井正也「戦後特殊教育制度の成立と政策の展開」日本臨床心理学会篇『戦後特
殊教育 その構造と論理の批判 共生・共育の原理を求めて』社会評論社、1980 年、
34 頁。 
22．前出、一木玲子、38 頁。 
23．Dario Ianes “ ’INTEGRAZIONE SCOLASTICA DEGLI ALUNNI DISABILI IN 
ITALIA DAL 1971 AL 2007”, pag. 66. 
 （http://www.darioianes.it/slide/Progetto_ricerca_07_1.pdf, 2008 年 10 月 5 日確認） 
24．前出 “Il bambino handicappato e la scuola”, pag.196。 
25．“ORGANIZZAZIONE DELLA SCUOLA E PROGRAMMAZIONE EDUCATIVA 
IN PRESENZA DELL’HANDICAPPATO”, STUDI E DOCUMENTI DEGLI 
ANNALI DELLA PUBBLICA ISTRUZIONE 15, ROMA 1981, pag. 259 
26．Mario Tortello, “L'integrazione scolastica ha compiuto trent'anni: quattro 
parole chiave per fare qualità”, Relazione svolta al Seminario、Torino, 14 ottobre 
イタリアにおける包摂共生教育制度の成立と展開に関する試論 
〔 185 〕 
2000. 
27 ． 前 出  “ORGANIZZAZIONE DELLA SCUOLA E PROGRAMMAZIONE 
EDUCATIVA IN PRESENZA DELL’HANDICAPPATO”, 
28．A. Canevaro “L’importanza dell’azione e del pensiero di Aldo Zelioli, interrogato 
da Manola Maltoni.” in Handicap diversità svantaggio, n.5/1, Gardolo (TN), 
Edizioni Erickson, 2006, pag. 66. 
29．Antonio Guidi e Danilo Massi “MANUALE DI INFORMAZIONE SULL’ 
HANDICAP”, PRESIDENZA DEL CONSIGLIO DEI MINISTRI, 1992, pag. 77 か
ら作成。 
 
＊ この原稿は専修大学の「平成 18 年度国内研究員」による研究「イタ
リアにける統合教育の制度化」への研究助成に基づく成果の一部であ
る。 
